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◆基本的な考え方

テレワークや地方移住への関心の高まりなど、社会情勢が
大きく変化している中、デジタル技術を活用して地方の社会
課題を解決し、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社
会」を目指す取り組みです。

◆自治体に求められている取組

地域の社会課題解決や魅力向上を図るために、デジタルの
力を活用しつつ、以下の４つの取組を進めていくことが求めら
れています。

1. 地方に仕事をつくる

2. 人の流れをつくる

3. 結婚・出産・子育ての希望をかなえる

4. 魅力的な地域をつくる

◆これまでの成果と課題

2014年の開始以降、「まち・ひと・しごと創生法」の制定、政府関係機関の地
方移転や地方創生の交付金などにより、全国各地で地方創生の取組が行われ、
様々な好事例が生まれたことは大きな成果であるものの、人口減少や、東京圏へ
の一極集中の流れを変えるまでには至りませんでした。特に若者や女性にとって魅
力的な仕事や職場が地方に不足していることや、人口減少がもたらす影響への認
識が十分に浸透しなかったことが課題として指摘されています。

このような点を踏まえ、地方創生2.0の「基本的な考え方」が決定し、多様性の
時代の多様な幸せを実現するための社会政策として位置づけられています。

◆基本構想の５本柱

1. 安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生

2. 東京一極集中のリスクに対応した人や企業の地方分散

3. 付加価値創出型の新しい地方経済の創生

4. デジタル・新技術の徹底活用

5. 「産官学金労言」の連携など、国民的な機運の向上

上記の５本柱に沿った政策体系を検討し、今年夏に、今後10年集中的に取り
組む基本構想を取りまとめることとされているため、今後のうるま市の総合戦略の
改訂にあたっては、国の動向も注視する必要があります。

デジタル田園都市国家構想
（旧・デジタル田園都市国家構想交付金）

新しい地方経済・生活環境創生 【地方創生2.0】
（現・新しい地方経済・生活環境創生交付金）

● 国の動向について
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※本市は、平成17年４月１日に旧具志川市、旧石川市、旧勝連町、旧与那城町の４市町が合併して新たに設
置された市のため、平成12年以前のデータについては合算して表示しています。

（１）人口の推移 ①

●４地区別人口の推移（令和２年） 資料：総務省「国勢調査」

昭和35年→昭和45年：微増傾向
昭和45年→昭和60年：急増
昭和60年以降 ：増加

・令和2年までの約60年間で約1.6倍にあたる約４万７千人増加しています。
・昭和45年→昭和60年で人口が急増した大きな要因としては、本土復帰後

の県外企業の沖縄進出等や県外からの移住の増加、その後の経済的発展
による増加が考えられます。

・伸び率は緩やかになったものの、本市ではその後も増加傾向にあり、令和2年
10月1日現在では約１２万５千人となり、合併後も約１万２千人増加し
ています。

◆具志川地区
昭和35年の約３万４千人が、令和２年には約７万７千人とな

り、２倍以上の増加となっています。具志川地区における人口の大
幅な増加要因としては、他の地区からの転入に加え、米軍基地（天
願通信所：現みどり町）の返還に伴う跡地利用による発展や、大
型商業施設などの進出に伴う経済発展などが考えられます。

◆石川地区
昭和45年までは若干減少傾向にありましたが、それ以降は増加傾

向に転じており、現在も微増傾向にあります。令和２年の人口は約
２万４千人で、昭和45年の約１万６千人に比べ約8,000人増
加しています。石川地区の人口増加の要因としては、下水道をはじ
めとする公共施設などの生活インフラが比較的充実していること、ある
程度生活圏がまとまっており、暮らしやすい環境が整えられていること
などが挙げられます。

◆勝連地区
昭和35年は約１万２千人でしたが、平成17年には約１万４千

人となり、1,000人以上増加しています。その要因としては、企業など
の誘致が進められている中城湾新港地区に近い南風原地域を中心
とした人口の伸びによるものなどが考えられます。しかし、平成17年を
ピークに減少傾向に転じています。

◆与那城地区
減少傾向にあり、昭和35年には約１万６千人でしたが、令和２

年には約１万１千人となり、約4,000人減少しています。その要因
としては、平安座島、宮城島、伊計島といった島しょ地域から市内市
街地などへの人口流出が考えられます。

● 人口動向分析

2

資料２



●中学校区別人口の推移（令和２年） 資料：「住民基本台帳」

◆具志川地区
具志川地区は人口増加が進んでいることが分かります。その中でも特に高江洲中

学校区の人口増加が顕著です。あげな中学校区、具志川東中学校区、具志川中
学校区では平成22年から令和2年の間の人口増加が1,600人程度ですが、高江
洲中学校区は4,000人程度の増加となっており、市全体の人口にも大きな影響を
与えていることがうかがえます。
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（１）人口の推移 ②

◆勝連・与那城地区
勝連・与那城地区では全ての中学校区で人口減少が続いており、島しょ地域のみ

ならず地区全体での人口減少が深刻であることがうかがえます。特に、島しょ地域は
人口減少幅が大きく、平成22年と令和2年を比較すると彩橋中学校区はおよそ15
％、津堅中学校区はおよそ28％の減少となっています。

◆石川地区
石川中学校区、伊波中学校区の人口はともに緩やかに増加し、地区全体としては

人口増加となっています。

● 人口動向分析
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（2）年齢別人口の推移 ①

●うるま市の人口ピラミッド（令和２年） 資料：総務省「国勢調査」

・市全体の人口ピラミッドの傾向としては、老年人口が比較的少なく、生
産年齢人口が多い、一般的に人口が安定する状態とされる「つりがね
型」になってはいます。しかし、生産年齢人口のうち44歳以下及び年少
人口は少ない傾向にあり、将来的には少子高齢化が進むものと考えら
れます。
・特徴としては、65歳～69歳の人口が男女ともに多く、全国的には、
70歳～74歳の団塊の世代と呼ばれる第一次ベビーブームに生まれた
世代が多い傾向にありますが、沖縄では終戦前後による影響を強く受
けたため、その後の世代である65歳～69歳の人口が多くなっているもの
と推測されます。また、45歳～49歳の人口も男女共に多いことが挙げ
られます。これは昭和46年から49年にかけての第二次ベビーブームによ
るものと考えられ、これらの世代が今後、15年程度は現役世代として活
躍することが期待されます。

◆具志川・石川地区
市全体の傾向と同じく「つりがね型」をしており、老年人口が比較的少なく、

生産年齢人口や年少人口が多い傾向となっています。
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◆勝連・与那城地区
「つぼ形」に近い傾向となっており、具志川地区や石川地区に比べ、年少

人口が少なく、老年人口が多い状態で、少子高齢化が進んでいることが分
かります。

● 人口動向分析
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（2）年齢別人口の推移 ②

●年齢３区分別の人口推移（令和２年） 資料：総務省「国勢調査」

■生産年齢人口
市全体の人口増加に伴い、昭和55年から令和２年まで

の40年間で約２万人増加しており、現在、市の総人口の
約６割を占めています。平成22年からは減少しているもの
の、平成27年から令和２年は再度増加しており、全体とし
ては増加傾向にあります。
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■年少人口
昭和55年以降減少傾向にあり、平成27年までの35年

間に約8,000人減少し、本市でも少子化傾向が顕著とな
っています。平成27年から令和２年にかけて増加しているも
のの、市全体の人口増加率と比較すると年少人口の増加
率は低く、総人口に占める年少人口の割合は減少していま
す。

■老年人口
逆に、老年人口は増加傾向にあり、昭和55年の約８千

人が、令和２年には約２万８千人へと、約３.６倍の大
幅な増加となっており、本市でも高齢化が急激に進行して
いることがうかがえます。なお、平成27年以降は老年人口が
年少人口を上回るといった、いわゆる逆転現象を起こしてい
ます。

※年齢３区分別
⇒０歳～14歳までの年少人口、15歳～64歳までの生産年齢人口、
65歳以上の老年人口

● 人口動向分析

5

資料２



●年齢３区分別の人口推移（令和２年）
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◆具志川・石川地区
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・具志川地区全体としての人口は増加傾向にあり、あげな中学校区、具志川東中学校区、具志川中学校区の年少人口、生産年齢人
口については微増傾向の中、特に高江洲中学校区における生産年齢人口の増加が全体の人口増に影響を与えていることがわかります。

・石川中学校区、伊波中学校区の人口はともに緩やかに増加していますが、いずれの中学校区においても年少人口は減少し、老年人口が
増加していることから、少子高齢化が進んでいると考えられます。

（2）年齢別人口の推移 ③

● 人口動向分析
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（３）人口動態

●出生数・死亡数の推移（令和６年） 資料：沖縄県「人口移動報告」 ◆出生数の推移
平成7年～平成15年：1,400人前後
平成16年以降（平成27・28年除く）：1,400人を下回る
・新型コロナウイルス感染症の流行が始まった令和2年以降は
減少傾向が顕著

・若い世代の晩婚化の進行、経済状況の変化による世帯当
たりの出生率の低下等が要因として推測される。

ア.自然動態の推移
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◆死亡数の推移
平成8年：634人 ＝(2.2倍)⇒ 令和2年：1,378人
・人口の増加に伴い、死亡数が年々増加傾向にある

◆出生数と死亡数の推移の比較
平成8年：752人（自然増）
⇒ 令和6年：▲300人（自然減）
・少子高齢化が進んでいることが伺える
・平成7年～令和6年までの累計では、12,715人余りの自然
増加となっており、市人口の増加に寄与している

S58～S62年 S63～H4年 H5～H9年 H10～H14年 H15～H19年 H20～H24年 H25～H29年 H30～R4年

国 1.76(※1) 1.54(※2) 1.42(※3) 1.36 1.31 1.38 1.43 1.33

沖縄県 2.25 2.03 1.9 1.83 1.74 1.86 1.93 1.8

うるま市 - - - - 1.84 1.85 1.97 1.88

　具志川地区 2.29 2 1.93 1.89 - - - -

　石川地区 2.31 2.08 1.95 1.87 - - - -

　勝連地区 2.39 2.15 1.93 2.02 - - - -

　与那城地区 2.24 1.8 1.78 1.74 - - - -

●合計特殊出生率の推移 資料：厚生労働省「人口動態特殊報告」

・昭和58年から昭和62年は全ての地区で2.3前後の数値となって
おり、人口増加の大きな要因であったものと推測されます。
・昭和63年以降は全ての地区で数値の減少が見られ、特に与那城
地区では減少幅が大きくなっており、与那城地区の顕著な少子高
齢化の大きな要因になっているものと推測されます。
・合併前後の平成15年から令和4年までの平均値は、国全体の平
均値を上回っている状況ではあるが、人口を維持するのに必要とされ
ている2.07は下回っているため、緩やかながら人口減少することが推
測される。

● 人口動向分析
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（３）人口動態

●転入数・転出数の推移（令和６年） 資料：沖縄県「人口移動報告」

イ.社会動態の推移

●合計特殊出生率の推移 資料：厚生労働省「人口動態特殊報告」

・転入の状況をみると、前住所地は県内が66%を占め、県外が34%となっています。県内で
多い市町村は沖縄市、宜野湾市、那覇市、恩納村、浦添市となっています。
・転出の状況をみると、転出先は県内が63%を占め、県外が37%となっています。県内で多
い市町村は沖縄市、那覇市、浦添市、恩納村、豊見城市及び糸満市となっており、県外で
は東京都が最も多くなっています。
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県内

3,360人

県外

1,701人

沖縄市, 1,213人

宜野湾市, 282人

那覇市, 263人

恩納村, 188人

浦添市, 123人

その他, 1,291人

東京都, 222人

神奈川県, 200人

愛知県, 140人

大阪府, 127人

千葉県, 119人

その他, 893人

転入者

5,061人

県内

2,770人

県外

1,624人

沖縄市, 921人

那覇市, 268人

浦添市, 118人

恩納村, 86人

豊見城市, 41人

糸満市, 41人

その他, 1,295人

東京都, 245人

福岡県, 141人

大阪府, 121人

千葉県, 112人

大分県, 25人

その他, 980人

転出者

4,394人

転入状況（令和5年）

転出状況（令和5年）

・平成24年以降、転入超過を継続しています。全体的にはほぼ連動するような動向を示して
いることから、若年者を中心に圏外へ転出した市民などが、一定の期間を過ぎると再度、転入
するといったことを繰り返しているケースが多いことが推測されます

● 人口動向分析
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（１）社人研の推計による結果

●総人口及び年齢３区分別の推移
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（人）

年少人口 生産年齢人口 老年人口

推計値

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和６年６月推計）」

総人口は、令和２年頃までは順調な増加傾向を示していますが、その後は増加の度合いが鈍くなり、停滞時期に入ります。令和17年頃をピークとして、
以降は減少に転じ、令和32年からは明らかな人口減少期に入って行きます。そして、推計の最終年である令和47年頃には、現在の９割程度となる11
万５千人程度までに減少すると推測されています。
なお、日本全体では、すでに平成22年には、総人口の減少化傾向が現れていますが、本市では、もう少し先になる見込みとなっているのは、全国平均よ

り比較的高い合計特殊出生率などが寄与しているものと推測されます。

■生産年齢人口
平成22年をピークとし、減少段階に入っていたものの、令和
２年には1,500人程度増加しました。しかし、今後は再び
減少していくものと推計されています。これは、将来の生産
年齢人口を担うことになる、14歳までの年少人口の著しい
減少が要因となっていることから、市外からの同世代の大量
転入等の特別な事情がない限り、人口減少は確実に到来
するものと考えられます。

■年少人口
昭和60年頃から減少傾向にあり、令和２年には500人程

度増加したものの、今後も減少していく傾向に変わりはありま
せん。平成27年頃には、65歳以上の老年人口と逆転し、さ
らに推計の最終年である令和47年頃には、現在の７割程
度、昭和55年からすると、ほぼ半減となる１万４千人程度
まで減少すると推計されています。

■老年人口
昭和55年から増加傾向にあり、平成27年を過ぎたあたりか

ら年少人口を上回っています。その後、令和37年頃にピーク
を迎え、昭和55年と比較すると５倍以上にも増加するものと
推計されています。このことから、本市でも超高齢化社会の到
来と、それに備えた社会基盤の準備・整備が急務になってくる
ものと考えられます。

● 人口推計
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● 本市を取り巻く環境変化（急激に悪化する出生率）

〇本市の「合計特殊出生率」は、令和２年の1.94ポイントから令和５年の３年間で1.57ポイントと急激に
悪化している。

〇全国に比して依然高く推移しているものの、人口を維持するための水準である2.07ポイントには届いて
おらず、少子高齢化の加速が危惧される。

〇人口が安定した持続可能なまちづくりのために、出生数を拡大させる総合的な対策が求められている。

■合計特殊出生率の推移

令和２年 1.94ポイント

▲0.37

令和５年 1.57ポイント

減
少

※合計特殊出生率とは、人口に対して生まれ
た子供の数を表す指標の一つ。当該年次の
15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を
合計したもので、一人の女性が生涯に生む
と見込まれる子どもの数を推計したもの。

※人口を維持するための合計特殊出生率は、
約2.07ポイントを保つ必要があるとされて
いる。

バランスの取れた人口構造による持続的なまちづくりのために、急激に悪化した出生率の要
因をより詳細に把握するとともに、出生数増加に向けた全庁的な対策が必要
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● 本市を取り巻く環境変化（市民協働）

〇自治会加入率の低下等地域コミュニティの希薄化が進行。一方、地域課題については多種・多様化して
おり、地域の実情にあった「共助」の取組が求められている。

〇本市は、「市民協働のまちづくり」を市の理念として謳っており、市民生活、福祉、子育て等各施策分
野で市民協働を推進している。また、昨年度、「感動」を軸としたまちづくり推進のため「感動産業特
区」宣言を行い、官民一体となったうるま市らしさの意識醸成を図り、関係人口の拡大をはかっている。

〇人口の自然増・社会増を目指すため、市民協働による施策の展開が求められている。

自主防災、要配慮者の見守り等地域による安心・安全の確立や地域による子育て支援、市民
一体となったプロモーション等、人口の自然増・社会増のため市民協働の取組が必要

■ 自治会の加入率の推移

40.00%

45.00%

50.00%

55.00%

0

20,000

40,000

60,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

加入世帯数 全世帯数 加入率

■ 「感動産業特区」宣言

■ 本市の共助強化の取組

・市民協働のまちづくり条例制定の検討
・地域の自主的な取組を支援する元気応援プロジェクト
・自治会の伴走支援を行う「地域リ・クリエーション事業」
・自主防災組織の強化
・地域を含めた要配慮支援のための「重層的支援体制」の構築
・地域によるこどもの居場所づくり
・エイサー支援等地域文化の担い手づくり

本市に受け継がれてきた歴史文化遺産、伝統芸能、魅
力あふれる観光・物産など、地域が誇る“感動資源”を活
かし、あらゆる人々が感動を享受できるまちづくりを目
指すために「感動産業特区」を宣言。
「感動」を軸に、官民一体となったまちづくりを推進

している。
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● 本市を取り巻く環境変化（新たなまちづくりのビジョン①）

〇来年度、合併から20年目をとなる中、これまで進めきたまちづくりの基礎となっていた新市建設計画が
期間終了を迎えることとなる。

〇現在、実施している重要プロジェクトが多数ある中、当該プロジェクトが人口にどのように寄与するか
整理するとともに、地域特性を活かした新たなまちづくりの将来ビジョンが求められている。

１ 中部東道路の早期事業化に向けた取組（国直轄事業）
■ 中部東道路（沖縄北IC～海中道路を結ぶ高規格道路）

沖縄ブロック新広域道路交通計画における構想路線

■ 事業効果

整備前 整備後

⇒勝連半島が、那覇空港１時間圏内となる

■ 国勢調査におけるDID地区（人口集中地区）の変遷 ■ アンケートにおける勝連・与那城地域の転出したい理由

交通機能の脆弱性

H27国調 R２国調

⇒市全体では微増しているが、勝連半島部においては消滅
12
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● 本市を取り巻く環境変化（新たなまちづくりのビジョン②）

２ 中城湾港新港地区機能強化に向けた取組（国直轄事業）

３ うるま市総合体育館整備事業

■ 「中城湾港長期構想」における将来構想 ■ 中城湾港新港国際物流ターミナル整備事業（事業期間R6～）

【事業概要】
具志川総合体育館が供用開始から40年経過し、老朽化及び耐
震性能が十分でないため、防災機能、スポーツコンベンショ
ン機能も有した新たな総合体育館を整備する。

【整備期間】
R４～１０

■ パース図
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● 本市を取り巻く環境変化（新たなまちづくりのビジョン③）

４ 産業基盤整備推進事業（上江洲・仲嶺地区）

５ 火葬施設老朽化対策事業

【事業概要】
土地区画整理事業により新たな産業用地を創出し、市内へ
の更なる産業集積を図り雇用の受け皿を確保する。
【整備期間】R６～

■ パース図

■ 土地利用図

【事業概要】
火葬施設の老朽化及び火葬需要の増加に対応するため、うる
ま市全体の需要を踏まえた新たな火葬場を整備する。
また、災害時の対応として非常用発電等を備えた施設を整備
する。

【整備期間】
R４～８

■ パース図

14

資料２



● 本市を取り巻く環境変化（新たなまちづくりのビジョン④）

６ 沖縄県消防指令センター

７ 新石川調理場整備運営事業

【事業概要】
老朽化が進む石川学校給食センター及び第二調理場を統合し、
新たに新石川調理場を整備する。

【整備期間】
R４～８

【事業概要】
沖縄県消防指令センター（ニライ消防本部施設内）の移設及
び消防力強化のための消防本部機能を移転するための庁舎の
整備

【整備期間】
R６～７

■ パース図

■ パース図
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● 本市を取り巻く環境変化（新たなまちづくりのビジョン⑤）

８ 勝連・与那城地域まちづくり推進計画

■パース図

旧与那城庁舎周辺・県道37号線沿道（全体） 県道37号線沿道（アップ）

勝連・与那城地域において、歴史・文化・自然等の地域資源
を有している地域特性を活用したまちづくりを推進

■パース図

■まちづくりの体系

■プロジェクト展開図
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● 本市を取り巻く環境変化（新たなまちづくりのビジョン⑥）

９ 石川城地域まちづくり推進計画

石川庁舎周辺石川IC周辺

石川地域において、本市のゲートウェイ機能を有している地
域特性を活用したまちづくりを推進

■まちづくりの体系

■プロジェクト展開図

■パース図 ■パース図
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● 本市を取り巻く環境変化（新たなまちづくりのビジョン⑦）

■ 本市の重要プロジェクト（位置図）

重要プロジェクト、まちづくり推進計画の人口への寄与を整理し、人口をターゲットとした
まちづくりの将来ビジョンを検討することが必要
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● 次期総合戦略の策定に向けた考え方

〇現行戦略の施策について、事後評価及び人口ビジョンの趨勢推計等本市の現況も踏まえつつ、「出生数
増加に向けた総合的な対策」、「市民協働による取組」、「新たなまちづくりのビジョン」によりブラッ
シュアップし、次期総合計画の施策を検討する。

魅力ある安定した雇用の場を
創出する

本市への新しいひとの流れを
つくる

若い世代の結婚・出産・子育
ての希望をかなえる

快適で安心して暮らせるまち
をつくる

人口ビジョン

出生数増加に向けた
総合的な対策

市民協働による取組

新たなまちづくりのビジョン

趨勢推計 将来展望

■次期総合戦略策定の考え方

【将来方向１】

【将来方向２】

【将来方向３】

【将来方向４】

現行戦略

自
然
動
態
の
増

社
会
動
態
の
増

【ブラッシュアップの３つの視点】

ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
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次期総合戦略

推計を踏まえた
施策検討

施策の事業効果を踏まえた
目標人口を設定

期間終了後に
将来展望に達したか

を評価
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